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第70回労働政策審議会労働条件分科会にて、　厚労省最終報告案を提示！
解雇の金銭解決、断念させた！

しかし、その他は、使用者の要求・利益に配慮した内容

◆12月８日、第70回労働条件分科会が開かれ、厚生労働省は「今後の労働契約法制及び労働時間法制のあり方について（報告）」(案)を提案しました。「報告案」は、法律の原案となるもので、たたかいは、いよいよ年内最終の場面を迎えようとしています。

ここで、ひとつ前進がありました。私たちが猛反対してきた「解雇の金銭解決法案」が検討事項にされ、削除の見通しが濃くなったのです。しかし、その他の部分は、今までだされてきた文書に比べ、使用者の要求により大きく譲歩したものとなっており、油断は禁物です。
◆労働時間法制については、「長時間労働の抑制が課題」としながら、労働時間の上限規制強化もなく、割増賃金引上げも明記せず、労働時間規制の適用除外の対象拡大、企画業務型裁量労働の要件緩和などで労働時間規制を大幅に緩和しようとしています。
◆年次有給休暇の取得促進に関しては、５日上限で、協定により労働者の範囲を定めて時間単位の取得を可能とする案を示しました。
◆「自由度の高い働き方にふさわしい制度の創設」に関しては、厚労省事務局は、労使委員会の決議事項に「週休２日相当以上の休日の確保」をつけ、制度の履行確保として「4週4日以上かつ1年間を通じて週休2日分（104日）以上の休日を確保」という条件をつけたから健康確保は十分としていますが、平均有休取得率5割未満の実態からみて、実効性には疑問があります。なお、注目の「年収」要件の金額は示されませんでした。中小企業代表の使用者委員は、年収要件削除を求めており、今後の課題とされています。
◆時間外労働の限度基準では、特別条項付き協定を締結する場合に、「延長時間をできる限り短くするよう努める」「割増賃金率は法定を超える率とするよう努める」と二重の努力義務規定に抑え込み、割増賃金については「現行より高い一定率」と表現して、割増率は示しませんでした。

◆管理監督者の基準について、スタッフ職の範囲を「ラインの管理監督者と企業内で同格以上に位置付けられている者」「経営上の重要事項に関する企画立案等の業務を担当するもの」という考え方を明確化するとしています。狙いは、現在、都市銀行に限定されている「スタッフ職」への労働時間規制の適用除外を、他の産業に広げようというもの。ただし、使用者側渡邊委員（大崎電気社長）は、「管理監督者の範囲はこれ以上明確にせず現行で十分」と発言し、使用者の中でも意見の一致はみられていません。
◆就業規則変更による労働条件の引き下げ制度については、今回も「合理性」の判断要件があいまいなままとされ、使用者が容易かつ確実に、労働条件を引き下げるための制度という性格に変化はありません。
一方、私たちが求めてきた有期労働契約の濫用規制、均等待遇原則、解雇要件の法文化など、雇用環境を改善する提案は何一つ入っていません。また、労働契約の原則に「雇用の実態に応じ、その労働条件について均衡を考慮したものになるようにするもの」は記載されているものの、使用者の反対におされ、検討事項にあげられています。均等法の雇用管理区分が残されたままでは、均等待遇とは程遠いものです。いずれも、審議経過を無視した、きわめて問題ある中身です。

　審議会労使双方の議論は、大きく乖離したままです。12月8日の審議は時間を30分余して終了となり、次回２１日に事務提案が出される提案がありました。
次回　２１日１０時～１２時中労委会館7Fです
○新宿西口宣伝行動

12月1日、労働法制の宣伝行動を新宿駅西口で実施しました。生熊闘争本部長が、格差社会問題にふれ、偽装請負で働く青年が労組をつくり、直接雇用を実現した話しをすると、通行人から拍手が！新婦人の代表らが宣伝カーから訴え、できたばかりのチラシを配りました。各団体より20人が参加しました。残業代がなくなる、という宣伝カーからの訴えに、いったんとおり過ぎた労働者が戻ってチラシの受け取りにくるなど、若者から中高年まで比較的幅広く、関心の高さを示しました。
全国各地で宣伝活動にとりくもう
全国各地で、労働法制改悪反対の学習会や宣伝行動がとりくまれています。マスコミ各誌紙も労働条件分科会の状況の報道をとおして問題点を明らかにしています。しかし、宣伝はまだ不十分。政治改革の課題と連動した宣伝行動を各地で繰り広げ、労働委員を激励しましょう。年末、忙しい時期ですが、ともかく、行動＆宣伝を！
京都のとりくみ

京都では、緊迫した中央の情勢を受けて、闘争本部の役員全員が自分の言葉で労政審に意見を送りました。毎週火曜に繁華街での宣伝をとりくんでいます。これまで５回とりくみ、11月16日には330人が集る決起集会を開催、２月初旬には500名規模の学習決起集会を計画しています。残業代がもらえなくなる、と訴えると チラシを取りに戻ってくるという状況が報告されています。全国での動きを全労連に知らせてください。

１２．１４労働法制改悪阻止中央行動に集ろう！！
○ 日本経団連　        １４:００～１５:００　
○ 厚生労働省抗議行動　１５:３０～１７:００
主催：全労連・中央労働法制連絡会・東京春闘共闘
☆厚生労働省前で、労働条件分科会委員・田島恵一氏が、審議会報告を行ないます！

経団連・厚労省前を１０００名で埋め尽くしましょう。
（１）年次有給休暇の時間単位での取得新設


（２）ホワイトカラーイグゼンプション「自由度の高い働き方」導入


（適用除外の拡大）


（３）時間外労働の割増賃金率引き上げの明示なし


（４）管理監督者に「スタッフ職」を追加（適用除外の拡大）


（５）整理解雇の要件は見送り





＜労働法制中央連絡会ニュース＞
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